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特 記 仕 様 書 

 

第 1 条 適用範囲 

本特記仕様書は「令和７年度 市町道路橋梁定期点検業務委託（その２）」に適用する。 

 

第 2 条 業務の目的 

本業務は、橋梁の損傷及び変状を早期に発見し、安全・円滑な交通を確保するとともに、沿道や第

三者への被害の防止を図るための橋梁に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るため、対象

橋梁を管理する自治体の橋梁長寿命化修繕計画に基づいた定期点検を行うものである。 

 

第 3 条 適用基準 

業務の実施にあたっては、本業務の特記仕様書によるほか、下記の基準等に準拠して実施するもの

とする。 

１）設計・調査・測量業務共通仕様書（佐賀県 県土整備部、農林水産部及び地域交流部 最新版） 

２）佐賀県橋梁点検マニュアル（佐賀県 県土整備部 道路課 最新版） 

３）新技術利用のガイドライン(案)（国土交通省 平成 31 年 2 月） 

４）点検支援技術性能カタログ（国土交通省 最新版） 

５）その他関連図書 

 

第 4 条 管理技術者 

管理技術者は、建設部門（鋼構造及びコンクリート）の技術士の資格又は、鋼構造及びコンクリー

ト部門の RCCM の資格を有する者とする。また、企業体（代表・構成員）での業務を統括管理し、

主導的な立場で業務遂行ができる者とする。 

 

第 5 条 作業区分 

   本業務の作業は昼間作業とする。現場環境条件等により、夜間作業が必要となる場合は、監督員

と協議すること。 

 

第 6 条 業務実施体制 

点検の実施にあたっては、診断員、点検員、点検補助員を定め、それぞれ以下の業務を担当する

ものとし、診断員については以下の要件を満たすものとする。 

（診断員、点検員については確認申請の提出書類に記載している者とする。） 

 

（１）診断員 

診断員は、点検結果の照査・確認ならびに緊急対策を要する損傷に対する所見の判断を行う。 

また、診断員は、建設部門（鋼構造及びコンクリート）の技術士もしくは国土交通省登録技術者

資格（橋梁（鋼橋）－診断及び橋梁（コンクリート橋）－診断）を有する者とする。 

なお、診断員は管理技術者を兼務することができる。 

（２）点検員 

点検員は、点検作業班を統括して点検調査を実施する。 

また、点検員は、上記の診断員の要件を満たす者もしくは国土交通省登録技術者資格（橋梁（鋼

橋）－点検及び橋梁（コンクリート橋）－点検）を有する者とする。 

 （３）点検補助員 

    点検補助員は、点検員の指示に基づき、点検作業の補助を行う。 
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第 7 条 業務内容 

本業務は、「佐賀県橋梁点検マニュアル（以下マニュアルという。）」（県ホームページ上に公表）に準

拠した橋梁の定期点検を実施し、県が運用する「橋梁維持管理システム（以下、システムという。）」を

利用して結果の入力、損傷状態の診断及び点検帳票の作成・出力等を行う業務で、具体的な作業項目は

下記のとおりである。 

① 計画準備 

本業務を実施するにあたり、業務計画書を作成し必要となる既存資料（前回点検結果や台帳等）

を収集整理する。 

 

② 現地踏査及び点検計画 

橋梁点検に先立ち、橋梁台帳の諸元各項目を現地で確認し、必要であれば修正を行うこと。この

確認項目は、適用示方書、設計活荷重、架設年次、所在地、緊急輸送路、DID 区分、バス路線、迂

回路、添架物、塩害対策区分、その他備考に特記するものとする。 

また、現地の交通状況や路下の状況などの架橋条件を把握し、近接手法の検討を行う。近接目視

が困難な場合は点検手法について監督員と協議すること。 

損傷図の下図となる概略図については、前回の点検結果を基に現地の状況を確認し、作成する。

必要に応じて主要寸法（橋長、幅員、桁高など）をテープなどによって計測する。 

現地踏査終了後、橋梁諸元や近接方法、交通規制等の対外協議事項、安全管理手法等をとりまと

めた橋梁点検実施計画書を作成し、監督員に提出する。 

※新技術利用のガイドライン(案)及び点検支援技術性能カタログを参考にし、新技術等の活用の

検討を行うこと。 

※近接目視に際し、特殊点検（ロープ高所作業、大型橋梁点検車の使用等）が想定される橋梁は、

新技術活用や他の点検手法と比較検討により合理的な点検手法を選定し、監督員と協議を行う

こと。 

 

  ③ 関係機関との協議資料作成 

    点検を実施するにあたって、必要となる交通管理者への道路使用許可申請書や道路管理者への通

行制限届出書等の協議資料作成を行う。 

 

  ④ 損傷図の基本図作成 

    損傷図の基本図がない初回点検橋梁等について、CAD ソフトを利用して図面の作成を行う。 

 

⑤ 橋梁点検 

  マニュアルに規定する定期点検（全ての径間、全ての部材が対象）を実施する。 

なお、点検に際しては、梯子、点検車あるいは足場等を利用して部材に近接し、部材の変状等の

状態を把握し、評価を行う近接目視点検を基本とする。 

発見した損傷は、マニュアルに基づいて評価・記録を行うとともに、損傷箇所についてはシステ

ムに登録するための写真撮影ならびに損傷図の作成を行う。 

なお、コンクリートの浮き等が目視で判断できない場合、打音調査による確認を必ず行う。交差

道路や鉄道、公園・駐車場利用等の第三者被害が予想されるコンクリートの浮き等については、監

督員に報告したうえで、放置せずに必ず叩き落とし、必要に応じて鉄筋の防錆処置を実施する。 

また、下記事項については、必要に応じ実施すること。 

 1)ボルト・ナットの合いマーキング（ゆるみや脱落などの異常がある箇所） 

 2)土砂詰まり（排水升や支承まわり等）の撤去 

   ※緊急措置段階（Ⅳ判定）の可能性がある場合は、点検実施時点で監督員に報告を行うこと。 
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⑥ 橋梁診断 

点検結果(損傷評価、損傷図)の照査・確認を行い、その内容をシステムへ入力し点検調書と国土

交通省が示す点検記録様式（以下、点検記録様式）を作成する。また、部材の健全性や緊急対策を

要する損傷に対する所見および応急措置の記録を行い、監督員へ報告する。 

 

※システムでは、点検結果の入力、損傷写真及び損傷図の登録、点検記録様式の作成を行う。 

国土交通省が示す点検記録様式や所見等の記載については監督員と協議すること。その他の所見

や特記事項については、点検調書の備考欄等に入力を行い次回点検時へ記録として残しておくこ

と。 

 

※システムに点検結果を入力すると、健全度から判定区分の目安が自動的に振り分けられるが、部

材の重要性や損傷の進行状況、自動車・歩行者等の交通障害、第三者等への被害などを総合的に

判断したうえで、診断員は判定区分を設定すること。 

 

※システムに点検結果を入力した結果、自動算出される判定でⅣ判定が出た場合は、監督員に報告

すること。 

 

⑦ 点検調書等の提出 

作成した点検調書と点検記録様式は発注者にて検収（照査）を行うため随時提出することとし、

橋梁点検実施計画書に提出時期を示すこと。 

 

⑧ 報告書作成 

システムから出力される帳票類をまとめて報告書を作成する。 

 

⑨ 打合せ協議（4 回） 

設計協議は、業務着手時・中間時（2回）、成果品納入時を含め 4回を想定する。 

 

第 8 条 資料の貸与 

   業務の遂行において必要となる資料は貸与する。 

 

第 9 条 安全管理 

   受注者は、点検作業において必要があると思われる場合、適切な保安施設等を設けるなどして、

事故やトラブルが起きないよう安全管理に努めるものとする。 

 

第 10 条 成果品の提出 

  本業務の成果品として，以下の成果品（※橋梁管理者毎）を提出するものとする。 

① 橋梁点検結果報告書（A4 版製本） ・・・・・大町町・白石町各 1 部、太良町 2 部 

② 橋梁点検結果報告書（電子成果品） ・・・・大町町・白石町・太良町各 2部 

※電子成果品内容 

  ・橋梁毎に整理した点検帳票データ（PDF ファイル） 

：橋梁台帳、点検調査票、健全度損傷帳票、損傷写真台帳 

  ・写真データ（JPEG ファイル）：橋梁台帳及び損傷写真台帳に貼付したもの 

  ・その他資料（ファイル形式自由）：踏査報告、実施計画、協議資料、照査報告書、業務打合せ簿等 
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第 11 条 その他 

① 業務の実施にあたり疑義等が生じた場合には、監督員と協議のうえ実施するものとする。 

② システムの利用条件 

（１）ハードウェア 

 
（２）ソフトウェア 

 

（３）関連ソフトウェア 

 
※Windows7 以降の PC（パーソナルコンピュータ）でも使用可能である。 

 

③ システム利用にあたっては、今年度システムの運用・保守を行っている『（公財）佐賀県建設技術

支援機構』に ID・パスワードの発行を申請する必要があり、発行手数料として 

３５，０００円/業務を計上している。 

なお、申請方法については、下記 URL を参照すること。 

https://www.sagacat.or.jp/bms/index.html 

 

第 12 条 管理技術者の手持ち業務量の制限 

「管理技術者の手持ち業務量の制限の試行要領（佐賀県、令和５年９月３０日）」に準ずる。なお、

手持ち業務量の件数（５件以内）に本業務を含める。 


